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第 2 回定例県議会が 6 月 6 日から 16 日間の日程で開催され、条例その他の議案として 14 件、報告事項
１件が提案され、21 日の最終日に原案どおり可決されました。

平成28年第２回定例県議会審議内容報告

知事提案説明

県議会定例会の開会において、知事より議
案等の説明と報告がありました。説明内容
の一部を抜粋致します。
●災害防止に必要な河川の整備、農地およ

び土地改良施設の復旧工事完了、被災中
小企業者などの復興に向けた取り組みを
支援する「関東・東北豪雨からの復旧・
復興に向けた取り組み」について

●有効求人倍率の改善、首都圏からの UIJ
ターンの促進合同就職面接会等による「景
気・雇用状況」について

●「 い ば ら き ふ る さ と 県 民 登 録 制 度 」
と新型住宅ローンを連携した移住促進策、
つくばりんりんロードや霞ヶ浦自転車道
などの水郷筑波サイクリング環境整備事
業に取り組んだ「地方創生の推進」につ
いて

●外資系企業などの誘致セミナーの開催、
北関東三県連携によるベトナムへのアン
テナショップの設置準備など「国際政策
の推進」について

●いばらき女性活躍推進委員会を発足、女

性が働きやすい職場環境の整備や女性の
積極的登用などを県内企業に働きかける

「女性活躍の推進」について
●企業立地補助金や税制上の特例措置など

を積極的に活用し企業誘致を進める「企
業立地の推進」について

●いばらき出会いサポートセンターは累計
成婚数 1,500 組を超え多くの自治体の
モデルになっている「少子化対策等の推
進」について

●災害の多様化、激甚化を踏まえた災害へ
の対応能力の向上や防災に関する意識の
高揚を図る「防災体制の充実・強化に向
けた取り組み」について

①議会の議員その他非常勤の職員の公務災
害補償等に関する条例の一部を改正する
条例

②茨城県議会議員および茨城県知事の選挙
における選挙運動の公費負担に関する条
例の一部を改正する条例

③茨城県幼稚園型認定こども園、保育所型

条例その他

認定こども園および地方裁量型認定こど
も園の認定要件に関する条例の一部を改
正する条例

④児童福祉法に基づき児童福祉施設の設備
および運営に関する基準を定める条例の
一部を改正する条例

⑤茨城県鹿島臨海都市計画下水道事業およ
び流域下水道事業の設置等に関する条例
の一部を改正する条例

⑥茨城県建築基準条例の一部を改正する条例
⑦茨城県県税条例等の一部を改正する条例

①地方自治法第 179 条第１項の規定に基
づく専決処分について

県立笠間陶芸大学校の開校について、第一
期生として 12 名の新入生を迎え開校しま
した。第一線で活躍する若手陶芸家 2 名を
特認教授として招へいしました。

その他

報告事項
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農林水産委員会の審議状況

第 2 回定例会で 6 月 15 日に開催された各常任委員会の質疑応答について、一部抜粋してご報告致します。

　　　　　繰越額と予算額、管路の継手
部の補強について

土木企業委員会
齋藤 英彰 委員

　　　　　地域医療構想に関してと病床
数について

保健福祉委員会
二川 英俊 委員

総務企画委員会
長谷川 修平 委員
　　　　　参議院選挙投票の新しい取り
組みについて

防災環境商工委員会
設楽 詠美子 委員
　　　　　太陽光ガイドラインと企業へ
の出資について

　　　　　情報モラル教育の一環と自転
車による交通事故の発生状況について

文教警察委員会
佐藤 光雄 委員

常 任 委 員 会 報 告

Q平成 27 年度から 28 年度への繰越額と平成 28 年度予算額、
それらの合計額は、前年度と比べてどうなのか？A参事兼監理課
長／一般会計と特別会計と企業会計の土木部全体では約 637 億
円。東日本大震災の集中復興期間が平成 27 年度末までであった
ことにより繰越額も前年度と比べて大幅増となった。 Q東日本大
震災において、管路の継手部が抜け出ししたが、管を補強したり
するのか ? A施設課長／地盤の液状化により、管路の継手部が離
脱し漏水が発生した。管路の耐震化は、既設管の継手部の補強で
はなく、離脱防止装置のついた耐震性のある新しい管に更新する。

Q 2025 年を見据え、病床機能別にどれぐらいの病床数が必要
となるのか？A厚生総務課長／医療機関所在地ベースでは、総
病床数は 21,754 床、うち高度急性期は 2,178 床、急性期は
7,444床、回復期は7,117床、慢性期は5,015床となっている。
Q医療機関での調整や医療格差、医師不足など地域の実情もある。
県としてどのような役割をするのか？A厚生総務課長／病床転換
はそれぞれの医療機関の自主的な取り組みとなる。地域医療構想
の策定後も各医療圏の地域医療構想調整会議は存続し、その中で
議論し、その会議こそが旗振り役になると考えている。

Q 18 歳選挙権が施行となるが、新しい取り組みはあるか ? A
市町村課長／本県において共通投票所の新設予定はないが、今後
検討が進むと考えている。期日前投票所の開設時間の弾力的運用
をつくば市が予定している。Q共通投票所の設置についてネット
ワーク構築と費用の問題は ? A市町村課長／二重投票防止のた
め、すべての投票所と共通投票所をオンラインで結ぶが、回線が
ダウンすると投票ができなくなってしまうことがネックとなって
いる。費用負担は、国も使用できるシステムであれば半分程負担
となるが、規模により数百万円から数億円の費用がかかる。

Q太陽光ガイドラインの市町村との調整状況は？A環境政策課長
／市長会・町村会から推薦を受けた 17 市町と第１回意見交換会
を開催した。各市町における現状と課題の把握、ガイドラインに
盛り込むべき項目について協議している。Q投資先を決定した要
因と出資した資金の回収方法は？A参事兼産業政策課長／廃棄物
処理に係るシステムを開発販売する会社で、廃棄物処理に係る事
務の効率化を図られ期待される。企業が株式上場して、株を売却
しその配当を受ける。出資は１社だけでないので全体として黒字
になるよう期待し、株主として経営面に関与し成長を促していく。

Q学校におけるスマホ等の使い方に関する教育委員会の取り組み
状況は ? A義務教育課長／児童生徒の携帯電話・スマートフォン・
携帯ゲーム機等の安全な使用の推進について、使用方法を考えた
り話し合ったりする取り組みを依頼し、「安全な使用の推進に向
けた学校における取組事例ナビ」を県教委ホームページに掲載。
Q自転車による交通事故の発生状況は ? A交通総務課長／平成
27 年の自転車の関係した交通事故は 1,472 件。人身交通事故
の約 12%、中高生の年代と高齢者の年代も高く、2 つの年代で
自転車事故の半分を占めている。

農林水産委員会に付託された、報告第 2 号「地方自治法第 179
条第 1 項の規定に基づく専決処分について」のうち「平成 27
年度　茨城県一般会計補正予算第 7 号」中農林水産委員会所管
事項および「和解について」は、審査の結果その内容を適切なも
のと認め、全会一致をもって原案のとおり承認すべきものと決定
しました。
審査においては、常総市における関東・東北豪雨被災後の担い手
への農地集積の取り組み、経営感覚に優れた担い手育成への取り
組み、茨城県農林振興公社における農業担い手育成基金造成の経
過と今後の活用策などが論議されました。


